【平成十九年第二回市議会定例会提案理由説明】　　　　 　　　　　　　　　　決定稿　
　本日、ここに、平成十九年第二回市議会定例会が開会されるにあたり、最近の市政の状況と提案いたしました諸議案につきまして、その大要をご説明申し上げます。　　　　　　　
はじめに、本日六月五日は、国連が定めた「世界環境デー」であり、環境基本法が定める「環境の日」となっております。国連の気候変動に関する政府間パネル報告書においては、地球温暖化がこのまま進行すると地球の気候がますます不安定になり、生態系に悪影響を及ぼすばかりでなく、世界規模で、集中豪雨や猛暑などの異常気象、洪水や干ばつなどの自然災害を引き起こすと予測しております。また、こうした地球の気候を安定化させるためには、二酸化炭素など温室効果ガスを現在の半分以下に減らす必要があることから、迅速かつ実効性のある地球温暖化防止対策の履行を世界の国々に強く要請しております。

昨年七月に策定した本市の環境基本計画においては、市民、事業者、行政がそれぞれの立場で、地球温暖化防止のために省エネルギーやリサイクルの推進に取り組むこととしております。特に、ゴミの減量化につきましては、容器包装プラスチック類の分別収集を開始した五年前と比べて、家庭からのゴミが三・四％減少する中で、資源としてリサイクルできるゴミが約三十七％増加するなど、市民一人ひとりの実践の積み重ねにより、大きな成果となって現れております。

また、森林が市域の八割を占める本市においては、地球温暖化の抑制や水源の涵養、土砂災害の防止など、森林の持つ様々な機能を高めるため、適切な維持・管理が求められており、こうした現状を踏まえ、今年度から導入された「いしかわ森林環境税」につきましては、森林の健全な育成・整備を目的とした県民全体で負担していただく県税であり、市民のご理解をお願いしたいと思います。

次に、第二期地方分権改革についてであります。
平成十二年から始まった第一期地方分権改革においては、国の機関委任事務が廃止されるとともに、いわゆる三位一体の改革では、十分な議論が尽くされない中ではありましたが、国から地方への三兆円の税源移譲が行われ、本格的な地方分権時代を迎えたところであります。しかしながら、国の財政再建が優先されたことにより、地方交付税の大幅な減額などで地方が犠牲となったところであります。
平成十九年度からの第二期地方分権改革のスタートにあたっては、先般、全国市長会が、「地方にできることは、地方が責任を持って担う」という原則の下、国と地方の役割分担の見直し、地方へのさらなる権限と税財源の移譲、国と地方の二重行政の解消による行政の簡素化などを求めるとともに、地域間の格差を是正し、住民福祉の向上につながる地方分権改革を一層推進するよう意見表明を行ったところであります。

私は、住民への公共サービスに最終責任を持つ地方自治体は、都市の規模にかかわらず、地方交付税や地方消費税の充実強化により、安定的な税源が確保されるべきであると考えており、今後とも、持続可能な財政基盤を確立できる地方分権改革や税制改革を全国の自治体とともに強く要望していくこととしております。
次に、市営スキー場の運営方針についてであります。
市内五つのスキー場は、白山ろく地域の過疎対策として整備され、最盛期の平成二年度には入場者が八十八万人に達するなど、観光の振興と地域の活性化に貢献してきました。しかし、近年はレジャーの多様化等によりスキー人口は年々減少を続けており、ここ数年は、最盛期の約三分の一に落ち込み、回復の兆しが見られない中、業績が低迷している現状にあります。市といたしましては、スキー場問題について、市の観光振興施策や白山ろくの地域振興策及びスキー産業の将来性、さらに市の財政状況を総合的に勘案し、抜本的な改善策が必要であるとの認識から、これまで、市議会を始め、地元関係団体などと協議を重ねてきたところであります。
こうした中、今ほど、石田委員長から報告がありましたように、市議会スキー場対策特別委員会において意見が集約されたこと、さらに、白山市観光戦略会議による「白山市営スキー場の活用を時代に即した運営方法等にすることについての答申」を踏まえ、次のとおり市営スキー場の運営方針を決定することといたしました。
今後、白山市は、原則として、スキー場の運営に携わらないこととし、民間資本、地元資本、ＮＰＯ等の民間事業者による運営といたします。民営化にあたっては、平成二十年度からの移行を目指し、早期に民間事業者の募集を行うとともに、民営化できないスキー場については休止することとし、休止する場合の地域振興策については、地元と十分な協議を行うことといたします。
こうした原則に基づき、スキー場ごとの運営方針をご説明いたします。
金沢セイモアスキー場及び白山一里野温泉スキー場については、平成十九年度は通常どおり営業いたします。なお、両スキー場については、民営化を積極的に推進するとともに、白山ろくにおける冬季の観光の中心的役割を果たす、観光産業としての位置付けを確立し、第三セクターの白山瀬女高原スキー場との一体的な運営による民営化を検討することといたします。　
白山中宮温泉スキー場については、集客力やゲレンデ状況などを踏まえ、平成十九年度以降の営業は休止することとし、スキー場エリア全体の活用策について、地元と協議することといたします。
鳥越高原大日スキー場については、平成十九年度は崩壊したゲレンデの整備工事を行い、今後、公営企業としてのスキー場からスノースポーツを始めとする社会体育施設への転換について、地元と協議することといたします。
白山白峰温泉スキー場については、全国中学校スキー大会が平成二十年二月に開催されることから、平成十九年度は六十日間程度の営業とし、今後、競技施設としての活用策を県、地元と協議することといたします。
以上が、市営スキー場の今後の運営方針でありますが、白山市の将来に大きな影響を及ぼす市政の最重要案件であることから、慎重に取り組むとともに、市民や議会の皆様のご理解とご協力を賜りながら、解決していく所存であります。

次に、地域再生計画の認定についてであります。

先月二十一日、首相官邸において、本市が申請いたしておりました地域再生計画に関する認定書の交付を安倍内閣総理大臣から受けたところであります。地域再生計画につきましては、個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現するために、地方が自ら考え取り組む地域経済の活性化や雇用機会の創出を目的とする事業に対して、国が認可のうえ特別措置を講ずるものであります。本市においては、市道　末松徳光線、市道　部入道安養寺線及び林道　倉谷線の道路事業及び林道事業について、地域再生基盤整備強化交付金が、五年間にわたり交付されることとなり、この事業につきましては、補助率五〇％で合併特例債又は過疎債が充当できる大変有利な制度でありますので、今後とも計画的に事業の推進を図り、地域のインフラ整備を急ぐことといたしております。

次に、市の花、木及び鳥の制定についてであります。

合併三周年を記念して、さらなる市民の一体感の醸成を図るとともに、今後の白山市への愛着と誇りを持つことができる魅力あるまちづくりに取り組むため、市のシンボルとなる花、木及び鳥を制定することといたします。なお昨日、市内の各種団体等の代表者からなる第一回選考委員会を開催したところであり、今後の市民アンケート調査などをもとに、十一月三日の市政功労者表彰式の席上で発表することといたしております。

次に、利便性が高く、住み良い快適なまちづくりについてであります。

松任駅南土地区画整理事業の整備につきましては、これまでに「市民工房うるわし」や「千代女の里俳句館」などの公共文化施設が開館しており、駅南広場では、民間テナントビルや店舗が順次オープンするなど、白山市の新しい顔づくりが順調に進んでいるところであります。また、かねてより計画を進めております立体駐車場と健康増進施設を核テナントとする複合施設の建設につきましては、来春完成を目指し、先月二十六日に工事の安全祈願祭が執り行われたところであります。民間の高い経営能力により集客力のある運営が行われ、賑わいと活力が溢れる施設となるよう、県内初の官民共同事業として整備を進めることといたします。なお、立体駐車場と市営駐車場との管理一元化を検討するとともに、駅周辺の駐車場不足の解消を図り、利便性の高い快適なまちづくりを推進したいと考えております。
（仮称）白山インターチェンジの整備につきましては、北陸自動車道と金沢外環状道路海側幹線を連結させ、本市の工業団地や市街地からの高速アクセスを強化する地域活性化インターチェンジとして国、県に強く要望して来たところであり、先般、国土交通省金沢河川国道事務所長から県知事に対して連結許可証が交付されました。今年度から、県事業としてインターチェンジの測量調査や詳細設計、用地交渉が始まり、今後は、金沢外環状道路海側幹線・側道の供用開始と同時期の完成を目指すものであります。市といたしましては、計画を進めている新工業団地への企業立地をはじめ、地域産業の活性化に資するものと大いに期待しているところであり、県との連携を密にしながら整備促進が図られるよう努めてまいりたいと考えております。
次に、白山ろく統合小・中学校の整備についてであります。

先月三十日、尾口小・中学校の敷地内において、白山ろく統合小・中学校の校舎及び屋内運動場の起工式が挙行され、平成二十年七月の完成を目指して建設工事を進めているところであります。統合小・中学校は、平成二十年四月に、現在の吉野谷小・中学校の校舎を利用して、吉野谷小・中学校及び尾口小・中学校並びに白峰中学校の児童・生徒が一堂に集い、開校することとしており、夏休み明けの新学期から新しい校舎に移り、授業を開始する計画であります。

統合小・中学校の校名につきましては、先月三十一日に開催されました教育委員会において、「白嶺小・中学校」と決定いたしました。白嶺の「白」は白山を、「嶺」は山の峰を表す言葉であり、白銀に輝く霊峰白山の峰々を象徴する大変素晴らしい校名が付けられたものと考えており、末永く地域住民や子どもたちに愛され、親しまれる学校となることを念願するものであります。
　さて、平成十八年度決算につきましては、去る五月三十一日をもって出納を閉鎖し、現在、計数の整理中であります。一般会計の歳入においては、市税、国県支出金、地方交付税が確定する一方、歳出においては、各種事務事業の効率的な執行に鋭意努めてきた結果、実質収支で、約八億円を平成十九年度に引き継ぐ見込みであり、繰越金については、平成十九年度当初予算で計上している二億円を除き、基金の積立て及び事業執行に要する経費として予算措置することとしております。また、特別会計では、観光事業特別会計を除き、概ね健全財政を維持できる見通しとなっております。
今後とも、厳しい財政状況を踏まえ、創意工夫を凝らす中で、諸施策の適切な選択と財源の確保に努めるなど、地方分権改革に沿った財政の健全化に向けて十分留意してまいりたいと考えております。
　それでは、提案いたしました諸議案について、ご説明申し上げます。
　提出案件は、補正予算案二件、条例案一件、事件処分案二件及び報告案件九件の計十四件となっております。
はじめに、議案第七十八号及び議案第七十九号の平成十九年度補正予算についてであります。

まず、一般会計補正予算につきましては、先ほども申し上げました市営スキー場の運営方針に基づき、観光事業特別会計への繰出金など三千七百四十万円を増額補正するものであります。

また、観光事業特別会計につきましては、市営スキー場指定管理委託料や鳥越高原大日スキー場ゲレンデ整備工事費など、二億八千二百八十万円を増額補正するものであります。

　次に、議案第八十号の白山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例につきましては、国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の一部改正に伴い、本市における投票管理者などの報酬を改正するものであります。

次に、議案第八十一号及び議案第八十二号の事件処分案につきましては、いずれも財産の取得に係るものであり、事務の効率化を図るためにパソコンを購入することとし、地方自治法の規定により議会の議決を求めるものであります。

次に、報告第一号から報告第九号までについて、ご説明申し上げます。
　平成十八年度の一般会計繰越明許費繰越計算書につきましては、交通安全推進隊装備品購入事業費など三十四事業について、一般会計事故繰越し繰越計算書につきましては、防災マップ作成事業費について、国民健康保険特別会計及び介護保険特別会計の繰越明許費繰越計算書につきましては、徴収システム改修事業費について、下水道事業特別会計の繰越明許費繰越計算書につきましては、流域下水道事業費などについて、それぞれ議会へ報告するものであります。

　また、白山市土地開発公社、財団法人の白山市地域振興公社、白山市体育施設管理公社及び白山市松任農業公社の平成十八年度経営状況につきましては、地方自治法の定めにより、それぞれ議会へ報告するものであります。
  以上をもちまして、今期定例会に提出いたしました議案の説明を終わりますが、何卒慎重にご審議の上、適切なるご決議を賜りますよう、お願いいたします。
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